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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

第２四半期連結
累計期間

第97期
第２四半期連結
累計期間

第96期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　９月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　９月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 275,921 290,205 567,539

経常利益 （百万円） 13,417 12,932 28,909

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 8,498 8,876 18,206

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,043 11,626 18,744

純資産額 （百万円） 374,127 390,309 381,299

総資産額 （百万円） 576,181 607,567 594,263

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 42.87 45.20 92.09

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 41.44 43.66 89.01

自己資本比率 （％） 63.9 63.2 63.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 14,205 19,616 34,871

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,375 △8,895 △17,840

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △5,391 △3,964 △8,483

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 75,974 79,121 72,365

 

回次
第96期

第２四半期連結
会計期間

第97期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　９月30日

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.95 22.55

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　第96期および第97期第２四半期連結累計期間の「１株当たり四半期（当期）純利益金額」及び「潜在株式調

整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」ならびに第97期第２四半期連結会計期間の「１株当たり四半期

純利益金額」の算定上、従業員持株会信託口が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する

自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。なお、主要な関係会社の異動については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の「注記事項（連結

の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご参照下さい。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などを背景に、緩やかな回復基調

が継続したものの、米国政権交代の影響や不安定な東アジアの国際情勢などもあり、依然として先行きは不透明な

状況で推移いたしました。

当社グループの主要な事業にあたる輸送業界では、貨物輸送量の減少基調に歯止めがかかったものの、労働需給

の逼迫による外注費の上昇や人件費の増加なども経営課題となってまいりました。

このような状況のもと、当社グループは、今年度を初年度とする中期経営計画「バリューアップ チャレンジ

2020 ～成長へのテイクオフ～」の達成に向け、各施策を着実に実行し、変革と挑戦を加速させ、当社の企業価値

向上に向けて一丸となって邁進してまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,902億５百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は127億67

百万円（前年同期比1.9％増）、経常利益は129億32百万円（前年同期比3.6％減）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は、88億76百万円（前年同期比4.5％増）となりました。

 

セグメント業績は、次のとおりであります。

 

①　輸送事業

輸送事業におきましては、中期経営計画のもと、少子高齢化による人口減少と労働力不足を見据え「良循環から

効率化へ」を戦略ビジョンに掲げ、人員戦力を最大限に活かし効率性を高めてまいりました。具体的には、更なる

ＥＤＩの推進などによるシステムの効率化、モーダルシフトの推進などによる最適な輸送方法の選択、発送業務の

前倒しが可能となる物流センターの積極的活用などを行っております。

輸送事業の中核会社にあたる西濃運輸株式会社では、利益重視の施策である適正運賃・諸料金・燃料サーチャー

ジ収受の積極的な交渉を継続し行なうとともに、東京・大阪間での路線便の複数便体制による定時定配輸送の更な

る向上にも注力してまいりました。また、営業戦力・費用の適正管理、路線便の積載効率アップなどにも取り組

み、収入・利益の拡大に努めてまいりました。

その他、路線乗務社員の待機時間の削減などの業務改善を実施し、働き方改革を進めております。

この結果、売上高は2,150億88百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益は87億64百万円（前年同期比3.7％増）

となりました。

 

②　自動車販売事業

自動車販売事業中、乗用車販売におきましては、地域に密着した営業活動に加え、新型車や人気車種を中心とし

たキャンペーンの展開等により、新車販売台数は前年同期実績を上回りました。また、中古車販売においても、新

車販売増加による下取り車の入庫増加によって小売台数を伸ばすことができたことから販売台数は前年同期実績を

大きく上回りました。サービス部門はＣＳ向上を重視した車検や整備入庫に加えタイヤ・オイル等の販売の促進も

図り、収益の確保に努めてまいりました。

トラック販売におきましては、SUBIC GS AUTO INC.（フィリピン）での販売台数が大幅に増加したこともあり、

新車販売台数は、前年同期実績を上回りました。また、車検を中心に整備入庫を促進して入庫台数を増やすととも

に中古部品販売にも注力いたしました。

この結果、売上高は514億５百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は30億68百万円（前年同期比0.9％増）と

なりました。

 

③　物品販売事業

物品販売事業におきましては、燃料や紙・紙製品に代表される物品の販売を行っております。燃料販売における

販売単価の上昇や数量増もあり、売上高は150億31百万円（前年同期比15.9％増）となりましたが、販売促進費の

増加などにより営業利益は２億98百万円（前年同期比9.8％減）となりました。

 

④　不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、主に都市開発の影響や狭隘化などの理由で代替化措置が図られたトラックター

ミナル跡地や店舗跡地などを賃貸に供することで経営資源の有効活用に努めております。

売上高は７億97百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は６億13百万円（前年同期比3.8％減）となりました。
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⑤　その他

その他におきましては、情報関連事業、住宅販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣

業などを行っております。

売上高は78億83百万円（前年同期比13.4％増）となり、営業利益は４億88百万円（前年同期比20.0％増）となり

ました。

 

（注）　業績に記載の金額には消費税等を含んでおりません。

 

（2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、6,075億67百万円と前連結会計年度末に比べ133億４百万円の増加とな

りました。現金及び預金、投資有価証券が増加したことなどが主な要因であります。負債については、2,172億58

百万円と前連結会計年度末に比べ42億93百万円の増加となりました。営業未払金及び買掛金が増加したことなどが

主な要因であります。また、純資産については、3,903億９百万円と前連結会計年度末に比べ90億10百万円の増加

となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ67億55百万円増加し、791億21百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ54億10百万円増加し、196億16百万円となり

ました。これは主に、仕入債務の増減額が増加したこと等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ122億70百万円増加し、88億95百万円となり

ました。これは主に、譲渡性預金の預入による支出が増加したこと、有形及び無形固定資産の取得による支出が増

加したこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ14億26百万円減少し、39億64百万円となりま

した。これは主に、自己株式の取得による支出が減少したこと等によるものです。

 

（4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価

値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考

えています。

当社は、会社の取締役会の同意を得ることなく行われる企業買収であっても当社の企業価値や株主の皆様の利

益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

しかし、企業買収には、買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み会社の企業価値を損なうことが明白であるも

の、会社や株主に対して買収に係る提案内容等を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買収に応じ

ることを株主に強要するような仕組みを有するもの等、不適切なものも少なくありません。

当社としては、上記の買収類型を含む当社や株主の皆様の利益に反する買収を防止するためには、必要かつ相

当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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②　基本方針実現のための取組みの具体的な内容

(ⅰ) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の

概要

当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことが株主の皆様の利益のために最優先されるべ

き課題であると考え、以下のような事項をはじめ様々な取組みを行っております。

当社グループは、平成29年度を初年度とする新３ヵ年中期経営計画「バリューアップ チャレンジ2020 ～

成長へのテイクオフ～」を策定し、これまで培った「強み」を伸ばし、価値の最大化を追求するとともに、

変革と挑戦を加速し、新たな価値と豊かな未来を創造するべく、①事業基盤の強化による新たな価値を創

出、②“トップ企業集団の形成”、③当社グループの強みを最大限に発揮する“２本柱”の遂行（（１）第

２次総合物流商社の完成、（２）オープンパブリックプラットフォームの構築）を、中期ビジョンとして定

めました。新３ヵ年中期経営計画の具体的な取組項目として、主力の輸送事業では、ネットワークの安定・

維持・拡大を図り、盤石な輸送ネットワークの構築によるお客様へ最適輸送の提供、ロジスティクス事業で

は、ロジ・トランス機能の拡大、グローバル３ＰＬの拡大、集配車両とビジネスセンターのベストミックス

による街区一帯の効率化（スマートシティー）の実現、国際化への対応では、国際輸送サービス「５つの機

能」（国際物流、国内集配送、クロスボーダー輸送、倉庫、貿易金融）の提供、また、自動車販売事業で

は、更なる地域No.１への挑戦、南関東圏および愛知県における自動車整備ネットワークの拡充等の諸施策を

実行することとしております。

また、当社は、持株会社体制とする事で、順次各グループ会社の間接部門を集中し、各事業部を横断的に

整理・統合するとともに、各グループ会社間の営業地域・業務分掌等を整理することで、効率的かつ機動的

な事業運営が実現され、企業価値の維持・向上につなげております。

更に、当社取締役会としては、社外取締役の選任、取締役任期の１年への短縮等、コーポレート・ガバナ

ンスの強化も併せて実施しております。また、更なる強化のため、平成29年６月28日開催の第96回定時株主

総会において、新たに独立した社外取締役１名を加え、全取締役９名のうち３名を独立した社外取締役とし

ております。

 

(ⅱ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの内容の概要

当社が、平成29年５月12日開催の取締役会決議および同年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき更新

した、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の概要は

以下のとおりです。

本プランは、当社株式の大量取得が行われる場合に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提供したり、

あるいは株主の皆様がかかる大量取得に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すると

ともに、株主の皆様のために交渉を行うこと等を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買収を

抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求め

る等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めています。また、買収者は、本プランに係る手続が開

始された場合には、当社取締役会において本プランの発動をしない旨の決議がなされるまでの間、買収を実

行してはならないものとされています。

買収者が本プランにおいて定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量取得が当社の企業価値・株

主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収

者等による権利行使は原則として認められないとの行使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式等

と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項等が付された本新株予約権を、その時点の当社を除く全て

の株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者等以

外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者等の有する当社の議決権割合は、最大約50％まで

希釈化される可能性があります。

当社は、本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締

役の恣意的判断を排するため、独立性を有する社外取締役から構成される独立委員会の客観的な判断を経る

こととしています。

また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思

を確認することができます。

さらに、こうした手続の過程については、株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を確保することと

しています。

本プランの有効期間は、原則として第96回定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までとします。
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(ⅲ) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

前記②(ⅰ)に記載した当社の基本方針の実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益

を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うも

のです。また、本プランは、前記②(ⅱ)記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

る目的をもって更新されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

本プランは、株主総会の承認を得たうえで更新されたものであること、独立委員会による判断を重視し、

情報開示が確保されていること、合理的な客観的要件が設定されていること、独立委員会は当社の費用で第

三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３年間とされており、取締役会により

いつでも廃止できるものとされていることなどにより、合理的に機能するよう設計されており、企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 794,524,668

計 794,524,668

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　　普通株式 207,679,783 207,679,783

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所

市場第一部

単元株式数　100株

計 207,679,783 207,679,783 ― ―

　(注)　提出日現在の発行数には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成29年７月１日～

　平成29年９月30日
― 207,679 ― 42,481 ― 116,937
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

公益財団法人　田口福寿会 岐阜県大垣市田口町１番地 25,816 12.43

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 22,110 10.65

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社
東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,470 5.04

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 6,538 3.15

あいおいニッセイ同和損害保険

株式会社

(常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
5,347 2.57

日野自動車株式会社 東京都日野市日野台３丁目１番１号 4,359 2.10

株式会社大垣共立銀行

 (常任代理人　資産管理サービ

ス信託銀行株式会社)

岐阜県大垣市郭町３丁目98番地

 (東京都中央区晴海１丁目８番12号

 晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーZ棟)

4,065 1.96

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE

SILCHESTER INTERNATIONAL

INVESTORS INTERNATIONAL VALUE

EQUITY TRUST

（常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

英国：ロンドン

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）
3,723 1.79

アドニス株式会社 神奈川県横浜市中区根岸旭台30番地 3,299 1.59

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 3,035 1.46

計 ― 88,766 42.74

　（注）１　上記のほか当社保有の自己株式10,199千株（4.91％）があります。自己株式10,199千株には「信託型従業員

持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により、野村信託銀行株式会社（セイノーホールディングス従

業員持株会専用信託）が所有する当社株式854千株を含めておりません。

２　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 22,110千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 10,470千株

３　野村證券株式会社及び共同保有者２社（ノムラ インターナショナル ピーエルシー及び野村アセットマネジ

メント株式会社）から平成29年10月５日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成29年９月29日

現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末時点における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名または名称
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対する

所有株式数割合（％）

野村證券株式会社

ノムラ インターナショナル ピーエルシー

野村アセットマネジメント株式会社

1,258

△66

9,953

0.60

△0.03

4.79

計 11,146 5.31

　（注）上記所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数割合には、新株予約権付社債の保有に伴う保有

　　　潜在株式の数が2,405千株含まれております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

10,199,700
― 単元株式数　100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,403,700
1,974,037 同上

単元未満株式
普通株式

76,383
― ―

発行済株式総数 207,679,783 ― ―

総株主の議決権 ― 1,974,037 ―

　（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。「単元未満

株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式10株が含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」の欄には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®)」によ

り、野村信託銀行株式会社（セイノーホールディングス従業員持株会専用信託）が所有する当社株式854,900

株（議決権8,549個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

セイノーホールディングス

株式会社
岐阜県大垣市田口町１番地 10,199,700 ― 10,199,700 4.91

計 ― 10,199,700 ― 10,199,700 4.91

　（注）　上記には「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®)」により、野村信託銀行株式会社（セイノー

ホールディングス従業員持株会専用信託）が所有する当社株式854,900株を含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 76,430 ※２ 85,813

受取手形 7,691 ※５ 8,679

営業未収金及び売掛金 104,959 106,433

有価証券 21,600 17,600

たな卸資産 ※１ 12,546 ※１ 13,188

繰延税金資産 5,209 4,571

その他 4,564 5,390

貸倒引当金 △208 △188

流動資産合計 232,792 241,487

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 91,306 ※２ 91,652

機械装置及び運搬具（純額） 18,929 19,503

工具、器具及び備品（純額） 2,059 2,966

土地 ※２ 173,280 ※２ 173,431

建設仮勘定 1,294 2,436

その他（純額） 3,834 4,227

有形固定資産合計 290,705 294,217

無形固定資産   

のれん 14,698 14,143

その他 3,921 3,853

無形固定資産合計 18,620 17,996

投資その他の資産   

投資有価証券 37,233 39,586

長期貸付金 230 226

退職給付に係る資産 234 96

繰延税金資産 9,984 9,400

その他 5,021 5,113

貸倒引当金 △559 △557

投資その他の資産合計 52,145 53,865

固定資産合計 361,471 366,080

資産合計 594,263 607,567
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,685 ※５ 2,939

営業未払金及び買掛金 42,274 45,945

短期借入金 ※２ 2,703 ※２ 2,844

1年内返済予定の長期借入金 ※２,※４ 676 ※２,※４ 655

未払金 13,830 15,591

未払費用 14,895 13,372

未払法人税等 4,079 3,325

未払消費税等 6,266 6,114

その他 19,065 20,149

流動負債合計 106,478 110,938

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,015 10,010

長期借入金 ※２,※４ 12,192 ※２,※４ 11,447

繰延税金負債 2,797 2,912

役員退職慰労引当金 1,643 1,384

退職給付に係る負債 73,738 74,202

資産除去債務 2,550 2,503

その他 3,549 3,858

固定負債合計 106,486 106,319

負債合計 212,964 217,258

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,481 42,481

資本剰余金 80,631 80,737

利益剰余金 260,275 265,996

自己株式 △12,554 △12,083

株主資本合計 370,834 377,132

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,573 13,865

土地再評価差額金 △113 △113

為替換算調整勘定 △310 △330

退職給付に係る調整累計額 △6,784 △6,313

その他の包括利益累計額合計 4,364 7,106

非支配株主持分 6,100 6,070

純資産合計 381,299 390,309

負債純資産合計 594,263 607,567
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 275,921 290,205

売上原価 245,329 258,483

売上総利益 30,592 31,722

販売費及び一般管理費 ※ 18,065 ※ 18,954

営業利益 12,526 12,767

営業外収益   

受取利息 19 10

受取配当金 356 409

持分法による投資利益 79 －

その他 603 557

営業外収益合計 1,059 977

営業外費用   

支払利息 119 110

為替差損 36 －

持分法による投資損失 － 661

その他 11 40

営業外費用合計 168 812

経常利益 13,417 12,932

特別利益   

固定資産売却益 173 1,216

投資有価証券売却益 48 111

その他 16 233

特別利益合計 239 1,561

特別損失   

固定資産処分損 62 129

減損損失 19 104

その他 7 7

特別損失合計 89 241

税金等調整前四半期純利益 13,567 14,253

法人税、住民税及び事業税 4,083 5,187

法人税等調整額 870 188

法人税等合計 4,954 5,375

四半期純利益 8,613 8,877

非支配株主に帰属する四半期純利益 114 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,498 8,876
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 8,613 8,877

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △812 2,295

為替換算調整勘定 △117 △13

退職給付に係る調整額 421 480

持分法適用会社に対する持分相当額 △60 △12

その他の包括利益合計 △569 2,749

四半期包括利益 8,043 11,626

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,973 11,619

非支配株主に係る四半期包括利益 69 7
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 13,567 14,253

減価償却費 8,192 8,411

減損損失 19 104

のれん償却額 554 554

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △90 △274

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,189 1,338

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △87 △26

受取利息及び受取配当金 △375 △420

支払利息 119 110

投資有価証券売却損益（△は益） △48 △111

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） △111 △1,087

持分法による投資損益（△は益） △79 661

売上債権の増減額（△は増加） 2,808 △2,478

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,823 △774

仕入債務の増減額（△は減少） △1,008 3,923

未払消費税等の増減額（△は減少） 551 △164

その他 △1,998 789

小計 21,366 24,812

利息及び配当金の受取額 850 822

利息の支払額 △125 △110

法人税等の支払額 △7,886 △5,908

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,205 19,616

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △9,519 △7,923

定期預金の払戻による収入 10,869 9,300

譲渡性預金の預入による支出 △3,900 △10,600

譲渡性預金の払戻による収入 14,100 10,600

有形及び無形固定資産の取得による支出 △8,995 △11,209

有形及び無形固定資産の売却による収入 449 1,396

投資有価証券の取得による支出 △78 △409

投資有価証券の売却及び償還による収入 559 227

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △193

投資その他の資産の増減額（△は増加） △51 △76

貸付けによる支出 △59 △16

貸付金の回収による収入 51 49

その他 △47 △40

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,375 △8,895
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 71 147

長期借入金の返済による支出 △153 △769

非支配株主からの払込みによる収入 42 －

自己株式の取得による支出 △1,566 △0

自己株式の処分による収入 － 219

配当金の支払額 △3,378 △3,155

非支配株主への配当金の支払額 △45 △37

その他 △360 △368

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,391 △3,964

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,135 6,755

現金及び現金同等物の期首残高 63,838 72,365

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 75,974 ※ 79,121
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社が新太田タクシー株式会社、可児タクシー株式会社、多治見タク

シー株式会社の株式を新たに取得したことにより、連結の範囲に含めております。なお、セグメント情報の区分は

「その他」であります。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間より、KILTON SEINO HOLDING CO.INC.を新規設立したことにより、持分法適用の範囲に

含めております。なお、セグメント情報の区分は「自動車販売事業」であります。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っており

ます。

（1）取引の概要

　当社は、平成29年３月３日開催の取締役会決議に基づき、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-

Ship®）」（以下「本プラン」という。）を導入しております。

　本プランは「セイノーホールディングス従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入するすべての従業

員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「セイノーホールディングス従業員

持株会専用信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、今後３年間にわたり持株会が取得す

ると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が

行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残

余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入

に対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点にお

いて従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、かかる保証行為に基づき、当社が当該残債を弁済

することになります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度1,358百万円、1,019千株、当第２四半

期連結会計期間1,139百万円、854千株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度1,360百万円、当第２四半期連結会計期間1,107百万円
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

商品及び製品 10,731百万円 11,063百万円

仕掛品 1,116 1,328

原材料及び貯蔵品 698 796

合計 12,546 13,188

 

　※２　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

現金及び預金 1,610百万円 1,314百万円

関係会社株式　（注） 1,132 1,132

関係会社長期貸付金　（注） 10 10

建物及び構築物 1,778 1,793

土地 5,169 5,007

計 9,701 9,258

（注）関係会社株式及び関係会社長期貸付金は連結財務諸表上相殺消去しております。

 

　　　　担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

短期借入金 117百万円 25百万円

1年内返済予定の長期借入金 659 650

長期借入金 10,684 10,300

計 11,461 10,975

 

　　３　貸出コミットメント契約

　当社の連結子会社である関東運輸株式会社は、運転資金の安定的な調達を可能とするため、取引金融機関と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。この契約に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

貸出コミットメントの総額 1,000百万円 1,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 1,000 1,000
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　※４　財務制限条項

　当社の連結子会社である関東運輸株式会社が締結した金銭消費貸借契約には財務制限条項が付されており、下記の

いずれかに抵触した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

 

１　平成29年３月期以降の各決算期末において、のれん償却前における関東運輸株式会社の連結ベースでの営業損益

が２期連続して損失とならないこと

 

２　平成29年３月期以降の各決算期末における関東運輸株式会社の連結ベースでの純資産の部（但し、新株予約権、

非支配株主持分及び繰延ヘッジ損益を控除する。）を、直前の各決算期末の80％以上とすること

 

　なお、この契約に基づく借入残高は以下の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

1年内返済予定の長期借入金 650百万円 650百万円

長期借入金 10,625 10,300

計 11,275 10,950

 

　※５　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 ―百万円 773百万円

支払手形 ― 492

 

（偶発債務）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 891百万円 1,030百万円

 

（保証債務）

　一部の連結子会社の顧客の車両、住宅購入資金（銀行借入金等）及び取引先の車両（リース債務）に対して

次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

顧客 357百万円 顧客 326百万円

取引先 8 取引先 3

合計 365 合計 330

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

人件費 10,485百万円 10,906百万円

（うち、退職給付費用） （462） （484）

（うち、役員退職慰労引当金繰入額） （138） （124）

減価償却費 980 1,062

貸倒引当金繰入額 8 2

広告宣伝費 672 713

のれん償却額 554 554
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 77,429百万円 85,813百万円

有価証券勘定(譲渡性預金及びＭＭＦ) 14,600 17,600

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金及び譲渡性預金
△16,055 △24,292

現金及び現金同等物 75,974 79,121

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,378 17 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 2,169 11 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,155 16 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

（注）　平成29年６月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対

する配当金16百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 2,172 11 平成29年９月30日 平成29年12月６日 利益剰余金

（注）　平成29年11月10日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する

配当金９百万円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売
事業

物品販売
事業

不動産賃貸
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高         

外部顧客への売上高 206,041 49,211 12,965 753 6,950 275,921 － 275,921

セグメント間の内部

売上高又は振替高
874 5,158 9,040 － 4,817 19,890 △19,890 －

計 206,915 54,369 22,005 753 11,768 295,812 △19,890 275,921

セグメント利益 8,449 3,040 331 637 407 12,865 △339 12,526

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△339百万円には、セグメント間取引消去161百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△500百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売
事業

物品販売
事業

不動産賃貸
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高         

外部顧客への売上高 215,088 51,405 15,031 797 7,883 290,205 － 290,205

セグメント間の内部

売上高又は振替高
967 5,408 9,512 － 7,462 23,349 △23,349 －

計 216,055 56,813 24,543 797 15,345 313,555 △23,349 290,205

セグメント利益 8,764 3,068 298 613 488 13,233 △465 12,767

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△465百万円には、セグメント間取引消去128百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△593百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められ

ないため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められ

ないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 42円87銭 45円20銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
8,498 8,876

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
8,498 8,876

普通株式の期中平均株式数（千株） 198,237 196,368

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 41円44銭 43円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△3 △3

（うち、社債発行差金の償却額（税額相当額

控除後）（百万円））　　　　　　（注）１
(△3) (△3)

普通株式増加数（千株） 6,747 6,833

（注）１．社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る第２四半期連結累計期間償却額（税額相当

額控除後）であります。

２．従業員持株会信託口が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第２四

半期連結累計期間940千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

 平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　2,172百万円

(２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　11円00銭

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成29年12月６日

（注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

セイノーホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩　田　国　良　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 加　藤　浩　幸　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 時々輪　彰　久　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセイノーホール

ディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年

７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セイノーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。
　     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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